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令和２年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和元年度実績に基づく評価） 作成日 令和 2 年 7 月 3 日
基本目標名 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり
政　策　名 1 安全で安心して暮らせるまちづくり
施　策　名 2 交通安全・防犯・消費者対策の推進

施策関係課 市民活動促進課、危機管理課、いきいき高齢課、道路河川課、空き家対策室、教育総務課、学校教育課、少年指導センター

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

市人口 人 119,348 118,450

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 395 390 385 380

実績 316 330

目標 60.6 62.0 64.0 66.0

実績 59.4 54.7

目標 585 580 575 570

実績 987 702 佐野警察署資料

目標 市政に関するアンケート調査

実績 交通生活課資料

目標

実績

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 H30 R1 R2 R3

目標 5,000 5,020 5,040 5,060 目標 9,300 9,350 9,400 9,450 

実績 4,777 3,409 実績 9,308 9,355

目標 120 115 110 105 目標 95.0 96.0 97.0 98.0 

実績 116 143 実績 92.2 90.6 

目標 目標 130 132 134 136

実績 実績 124 124

目標 3,460 3,490 3,520 3,550 目標 1,540 1,550 1,560 1,570 

実績 3,467 3,480 実績 1,501 1,798

目標 390 391 392 393 目標 42 43 44 45 

実績 389 394 実績 49 27 

目標 27.1 27.1 27.1 27.2 目標

実績 27.0 27.0 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価

令和元年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

市民生活課

藤掛　誠

施策の目的
「対　象」

①市民

① 交通事故発生件数（暦年） 件

②
日常生活の中で、防犯の面で安心し
た生活をしている市民の割合

％

③ 消費生活相談件数 件

成果指標の
取得方法

④

⑤

交通安全
意識の高
揚

①市民（主
に子供、高
齢者、自動
車運転免
許所有者）

①交通安全教室な
どへの参加を通じ
意識の高揚を図
り、交通事故の当
事者とならないよう
にする。

①
交通安全教室へ
の参加者数

人
防犯意識
の高揚と
防犯体制
の整備・充
実

①市内全
域
②市民
③防犯活
動関係機
関・団体

①犯罪が起きにくい
環境が整備されてい
る。
②普段から防犯対策
がとられている。
③市と協働し、犯罪
の抑止に取り組む。

① 防犯灯設置数 基

②
高齢者の交通事故
件数（暦年）

件 ②
日頃から何らかの防犯
対策を行っている市民
の割合

％

③ ③ 自主防犯組織数 団体

道路・交通
安全施設
の整備

①市道 ①交通事故を未然
に防ぐ環境を整備
する。

①
カーブミラー設置
数

基
正しい消費
生活の情
報提供と
啓発活動
の充実

①市民
②消費者
団体

①消費に関する正
しい知識を習得し、
トラブルを回避す
る。
②協働して、正しい
消費知識を普及す
る。

①
消費生活出前講
座参加者人数

人

② 街路灯設置数 基 ②
消費者２団体の啓
発活動回数

回

③
幹線市道の歩道整備
率（幹線歩道延長/幹線市道
延長）

％ ③

・シニアクラブ連合会や町会長連合会の総会等において交通安全教室の周知を図り、開
催回数を増やす。また、佐野警察署や関係団体と連携し、シルバードライビングスクール
などを通じて実技指導を行う。
・通学路をはじめとする道路の安全確保のため、改良を必要とする箇所の整備及び危険
箇所への交通安全施設の整備を推進する。
・自主防犯組織への支援や育成、新たな組織化を推進するとともに、防犯灯に対する支
援を継続し、犯罪を抑止する。また、青少年に対して防犯教育や啓発活動を行う。
・消費生活トラブルを未然に防ぐため、高齢者については、高齢者見守りネットワークを
構成する各団体等との連携を強化し、若年者については、中学校や高等学校への消費
生活講座を積極的に開催する。また、相談体制の向上・充実を図るとともに、消費者リー
ダー育成のための支援を行う。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・交通安全教室については、対象を私立の幼稚園児や保護者などにも拡げ、周知を図りつつ実施した。高齢者につ
いては、シルバードライビングスクール、自転車運転免許講習会などの実技指導を行い、その他、安全サポート
カーの乗車体験講習を新たに開催した。
・通学路をはじめとする道路・交通安全施設の整備を進めたものの、令和元年東日本台風からの復旧・復興を優先
的に実施したことで、一部の事業が先送りとなった。
・自主防犯組織の育成、防犯灯設置については、財政的支援や情報提供などを通じて推進し、青少年に対しては、
防犯教育や啓発を実施した。
・消費生活トラブル防止のため、高齢者には、地域包括支援センターなどの団体と連携を図りながら対応し、若年者
には、保護者も含めた消費者教育を行った。また、消費者リーダー育成講習会受講者へ旅費を支援した。
【成果指標達成状況】
・「交通事故発生件数（暦年）」は、増加に転じたが、目標390件に対して実績330件で目標は達成した。
・「日常生活の中で、防犯の面で安心した生活をしている市民の割合」は、刑法犯認知件数が658件と前年比55件
減少したものの、意識の改善にはつながらず、目標62.0％に対し実績54.7％で目標には届かなかった。
・「消費生活相談件数」は、架空請求などは減少したが、目標580件に対して実績702件で目標は未達成だった。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・交通安全意識の高揚を図るため、交通安全県民総ぐるみ運動期間に合わ
せて、交通監視や啓発、イベントなどを実施した。
・学校や町会と連携し、年齢階層に応じた交通安全教室を開催した。
・高齢者に自動車運転の技術指導を行うとともに、商業施設において自転車
用の反射材を配布した。
【成果指標達成状況】
・「交通安全教室への参加者数」は、令和元年東日本台風や新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、下半期に交通安全教室を開催することが難しくな
り、目標5,020人に対して実績3,402人で目標を達成できなかった。
・「高齢者の交通事故件数（暦年）」は、増加に転じ、目標115件に対して実績
143件で目標値に届かなかった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・防犯協会を通じて防犯灯の設置を進め、電気料の一部を支援した。
・警察と連携した防犯訓練・防犯教室や啓発を通じ、防犯意識の高揚を図った。
・情報提供や物資の支援を通じ、自主防犯組織の活性化を図った。
・青少年の非行防止のため街頭補導を実施するとともに、補導員への支援を行った。
【成果指標達成状況】
・「防犯灯設置数」は、町会長をはじめとして周知に努め、目標9,350基に対して実績
9,355基を設置し、目標を達成した。
・「日頃から何らかの防犯対策を行っている市民の割合」は、「広報さの」やＨＰ等の幅広
い媒体で啓発し、防犯意識の高揚に努めたが、目標96.0％に対して実績90.6％で目標
に届かなかった。
・「自主防災組織数」は、情報提供や物資支援による育成、活性化を図ったが、目標132
団体に対して実績124団体で目標は未達成だった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・市道通学路整備事業では、市道佐野11号線の用地調査、詳細設計
の業務委託、及び道路改良工事を予定していたが、令和元年東日本
台風の災害復旧・復興を優先したことで、工事は先送りとなった。
【成果指標達成状況】
・「カーブミラー設置数」は、緊急性の高い箇所から13基設置したが、目
標3,490基に対し実績3,480基で目標には届かなかった。
・「街路灯設置数」は、危険な個所から5基設置し、目標391基に対して
実績394基で目標を上回った。
・「幹線市道の歩道整備率」は、国庫補助金額の減額や令和元年東日
本台風の復旧・復興を優先したこともあり、目標27.1％に対して実績
27.0％で目標は達成できなかった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・「消費者教育講師養成講座」など、合計２３回の研修に相談員を派遣し、スキ
ルアップを図った。
・栃木県主催の「かしこい消費者講座」（名称変更）の受講者を募集・派遣し、
修了者へ交通費を支援した。
・若年者への消費者教育として、小中学校の児童・生徒、及び保護者を対象に
消費生活講座を開催した。
【成果指標達成状況】
・「消費生活出前講座参加者人数」は、若年層やその保護者への講座で増加
が見られ、目標1,550人に対して実績1,798人で目標を達成した。
・「消費者２団体の啓発活動回数」は令和元年東日本台風や新型コロナウイル
ス感染症の影響により減少し、目標43回に対して実績27回で目標は未達成
だった。

・施策の目的「対象」・「意図」として、「市民」に対し「交通事故、犯罪、消費トラブルを予防し、当
事者とならないようにする。」と掲げ、啓発や教育を通じて、交通事故や犯罪などを未然に防ぐこ
とを目指したが、令和元年度は、１０月１２日に発生した令和元年東日本台風や新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、市民参加型講座などの開催が困難となり、啓発、教育活動を十分行う
事ができなかった。また、災害からの復旧・復興を優先的に実施したことで、計画どおりに遂行で
きなかった事業もあり、目標とした成果指標についても、多くが未達成のまま、令和２年度以降に
も引き継がれる課題となった。

・令和元年度は、予算現額１億２,６３６万円に対し、決算額は１億１,８９３万円であった。平成３０
年度の決算額１億１,９９９万円と比べ、△１０５万円減少したが、主な要因は、市道通学路整備事
業予算の減額補正によるものである。

【令和２年度で解決する課題】
・市道界233号線、市道2110号線の歩道整備。

【令和３年度以降にも引き継がれる課題】
①漸減傾向にあった高齢者を当事者とする交通事故発生件数が
令和元年に増加に転じた。また、発生割合については、依然とし
て高い状況にある。
②通学路をはじめとする道路の安全確保のための改良及び交通
安全施設の整備。
③市民の負担が少ない形での「自主防犯活動」の掘り起こし、活
性化が必要である。

【令和３年度重点課題】
④令和４年４月に施行となる民法の成年年齢引き下げを見据えた
消費者教育の推進。

①高齢者を当事者とする交通事故発生の一因として、自身の
運転技術や身体機能への過信があるため、シルバードライビ
ングスクールや安全サポートカーの乗車体験といった実技指
導や体験型講習を積極的に取り入れることで、自身の身体機
能の変化などに気づく契機とし、交通安全意識の高揚を図って
いく。
②通学路の合同点検などを通じて、必要とされる改良や危険
箇所への安全施設の整備を進める。
③市民の負担が少ない「ながら見守り」を推奨し、飼犬の散歩
の際に周囲に少し気を配りながら地域を見守る「わんわんパト
ロール」など、他の自治体の取組みを参考に、自主防犯活動
の活性化を図る。
④消費者教育の推進にあたり、令和３年度を目途として、「消
費者教育推進計画」を策定する。（令和３年度のみ）

成果指標
設定の考え方

①交通事故発生件数が減少することが、交通
安全の啓発や事業の効果と見ることができるた
め。
②市民の防犯意識に関するアンケートを実施
することにより、実態が明らかとなるとともに、意
見を反映した啓発や事業を行うことにより、成果
の向上も期待できるため。
③安心した消費生活を送るための情報提供や
啓発などの施策効果が、トラブル相談の件数の
減少に表れると考えられるため。

施策の目的
「意　図」

①交通事故、犯罪、消費トラブルを予防し、当事
者とならないようにする。

施
策

基
本
事
業

交通安全
意識の高
揚

・春、秋、年末の交通安全県民総ぐ
るみ運動に合わせ、市民の交通安
全意識の高揚を図るため、警察や交
通安全団体と連携し、交通監視や街
頭啓発、交通安全イベント等を行う。
・保育園、幼稚園、小中学校、町会、
老人クラブ等に働きかけ、交通安全
教室を開催する。
・高齢者に対して、自動車運転の技
術指導を行い、また、夜間の反射材
の活用を推奨するなど、交通事故の
当事者とならないような施策を実施
する。

防犯意識
の高揚と
防犯体制
の整備・充
実

・防犯協会を通じ、防犯灯の設置
や電気料の補助を行う。
・警察署や防犯協会と連携し、防
犯教育を実施するとともに、広報さ
のや街頭での啓発を通じて、市民
の防犯意識の高揚を図る。
・自主防犯組織の活動を積極的に
支援し、育成及び活性化を図る。
・青少年の非行を防止するため街
頭補導を実施するとともに、少年
補導員の資質の向上を図れるよう
支援する。

道路・交通
安全施設
の整備

・通学路交通安全プログラムに
位置付けされた危険箇所の整
備を推進するとともに、緊急性
の高い箇所から交通安全施設
の整備を実施する。

正しい消費
生活の情
報提供と
啓発活動
の充実

・相談体制や消費者教育の充
実を目指し、国民生活センター
主催の研修などへ相談員を派
遣し、スキルアップを図る。
・地域の消費生活リーダーを育
成するため、栃木県主催の「消
費者力ステップアップ講座」の
受講を支援する補助を行う。
・若年者の消費生活トラブルを
未然に防ぐため、中学生や高校
生対象の消費生活講座を開催
する。

施
策
の
基
本
情
報

・平成２９年３月から、７５歳以上の運転者の免許更新時などに認知機能検査を受けることが義務
化されたが、アクセルとブレーキの踏み間違えや、園児を巻き込む事故などが後を絶たず、更な
る対応が求められている。また、令和２年６月には、問題となっていた「あおり運転」に対する罰則
が道路改正法に規定された。
・道路整備においては、車から人優先の施策への移行、通学路における歩道の整備等が求めら
れている。
・平成２９年度に架空請求はがきによる特殊詐欺事件が増加し、近年減少傾向にあった消費生活
相談件数も大幅な増加に転じた。令和元年度の相談件数は、前年度に比べて減少したものの、
なお多い状況にある。
・平成３０年６月に、成年年齢を２０歳から１８歳に引き下げる改正民法が可決され、令和４年４月
に施行となる。

・交通安全への高い意識を持ち、交通
規則を順守する。
・自身や家族の安全は、自分で守るとい
う意識をもって、日常生活を送る。
・正しい消費知識を身に付け、消費者と
してトラブルに巻き込まれないようにす
る。

・各事業所の安全運転管理者等を通じ
て、従業員に対する交通安全教育や
研修を実施する。
・犯罪抑制のための連帯意識を高め
る。
・適切な商品表示など、製造・販売者と
しての責任を果たす。

・警察や関係団体と連携して、交通安
全、防犯、消費生活の教育・啓発を行
う。
・交通安全、防犯、消費生活に関する
情報の収集と提供を行う。
・道路の改良、交通安全施設の整備。
・防犯灯設置に係る支援を行う。


